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＜要 約＞ 
バブル経済崩壊から 20 年、日本経済が本格的に回復軌道に乗りかけた矢先、リーマン・
ショックが発生した。日本企業への影響は当初軽微と思われたが、実際には大変深刻なもの
となっている。日本の高度成長を牽引し名声を謳歌した企業も、周囲の新興国の台頭に圧倒
されつつある。本稿では、日本企業が急速に競争力を失った原因を探ると共に、今後の日本
の企業活動には組織間連携が必須であり、更に新しいネットワーク理論の活用がイノベーシ
ョンには不可欠であることを検討する。なお、本稿では日本企業の競争力低下の原因につき、
議論を十分に尽くせない点は免れないが、まず真の原因と思われる点を探り解決の糸口を見
出そうとするものである。 
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1． はじめに 
最近発表されたスイスビジネススクール IMD（国際経営開発研究所）による「世界競争 
力年報 2010」では日本は総合で 27 位（前年 17 位）であり、中国や韓国の台頭に比べ日
本の総合的競争力の低下が著しい。原因としては、外部の環境の急速な変化はあるが、他方
日本企業が本来の強みといわれる生産方式や品質あるいは価格競争力も次第にその優位性を
失ってきている。本稿における問題提起として（1）日本企業の地位はグローバル化に伴い、
相対的に低下したが、その原因や背景はどこにあるのか（2）その課題解決の方法として、
戦略としての組織間連携はどうあるべきか、の 2 点について分析する。 
その際、組織間の連携の事例として或る SC（ショッピングセンター）を取り上げる。そ 
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の理由として、①後述するように、真の「顧客の価値」ニーズにこたえるにはどうすればよ
いか、②「組織間連携」或いは「ネットワーク関係」はハード面とソフト面の両方を含んだ
概念であり、更に③業種や業界を超えての共通の解決方法の示唆となることを期するからで
ある。 
 
2.  日本企業に今なにが起こっているのか？ 
2.1  現状 
(1) IMD「世界の競争力ランキング 2010－日本は 27位に下落」1) 
 
図表 1 「国際競争力ランキング（資料 IMD）」 
 2006 2007 2008 2009 2010 
日 本 の 総 合 順 位 16 位 24 位 22 位 17 位 27 位 
大
分
類 
経 済 状 況 14 22 29 24 39 
政 府 効 率 性 26 34 39 40 37 
ビジネス効率性 22 27 24 18 23 
イ ン フ ラ  2  6  4  5 13 
注 「インフラ」の項目中「基礎インフラ」「技術インフラ」「科学インフラ」「衛生・環境」 
  の中で特に「科学インフラ」が 2 位のほかは順位が低い 
 
IMD の競争力は「企業活動をサポートする環境整備の度合い」（「企業にとって競争力を
発揮できる環境はどの国か」という視点）を示し、①低い IMD 国際競争力の場合、中長期
的に有力・有望企業が逃避、退出する可能性が高く②多面的、バランスのよい競争環境整備
が高順位条件の条件となる。 
 
2010 年度の日本の順位は、58 ヵ国中 27 位であり、①大分類項目では「経済状況」39 位、
「政府の効率性」37 位、「ビジネスの効率性」23 位、「インフラ」13 位、②中分類項目では
「科学インフラ」2 位ではあるものの、その他の項目では大きく順位を下げている。このこ
とは、日本の技術や特許において優位であるにも拘らず、その「応用面」や「マネジメント」
のところでそのメリットを生かしきれていない、いいかえると「事業化」では遅れをとって
いることを示している2)。 
 
(2) 中韓企業の台頭 
日本貿易振興機構（ジェトロ）海外調査部の調査によると、韓国企業並びに中国企業の
SWOT の結果は次のようになっている3)。 
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図表 2 「韓国企業の SWOT分析」 
内部
環境 
強み（S） 弱み（W） 
・日本より手ごろな価格設定 
・現地ニーズに合わせた製品の開発 
・新興国市場中心にブランド化に成功 
・迅速な意思決定 
・重点地域を重視した地域戦略 
・世界の有力企業とアライアンス 
・オリジナル技術の不足 
・耐久性・精度の不足 
・規制への対応の遅れ 
・核心的部品や製造装置の日本への依存 
外部
環境 
機会（O） 脅威（T） 
・2008 年 5 月以降ウオン安 
・新興国市場の経済成長・購買力向上 
・首脳外交いよるトップセールス 
・FTA ネットワークの拡大 
・より低価格の中国製品の台頭 
・現地中古品との競合 
  （資料「存在感を高める中国・韓国企業」日本貿易振興機構 海外調査部 2010 年 4 月） 
 
図表 3 「中国企業の SWOT分析」 
内部
環境 
強み（S） 弱み（W） 
・低コストで豊富な労働力などを背景 
 とした圧倒的な価格競争力 
・トップダウンによる迅速な意思決定 
 
・技術力。研究開発力の低さ（特に 
 中小・民営企業）  
・世界に通じるブランド力の不足 
・国際ビジネスの経験不足 
・製品やサービスお品質の低さ 
外部
環境 
機会（O） 脅威（T） 
・経済成長を背景とした内需の拡大 
・企業の「走出法（海外進出）」を国家 
 戦略とする政府の支援 
・首脳外交によるトップセールス 
・欧米諸国との貿易摩擦激化 
・中国企業のM＆A に対する警戒感の高 
 まり 
・食品をはじめとした中国製品の品質 
 や安全性に対する懸念 
・人民元切り上げ圧力 
  （資料「存在感を高める中国・韓国企業」日本貿易振興機構 海外調査部 2010 年 4 月） 
 
以上の SWOT 分析を通じて、同レポートは、①日本ブランドへの信仰は依然高く、②日
本の家電業界などの現地でのキメ細かなアフターサービスや販売チャネルは強い、③日本企
業の得意な技術力を生かした分野（環境関連製品や省力製品など）先端分野での競争力は十
分通用する、④振興国への積極的な進出によるマーケティングの見直しや官民一体となった
組織連携によるセールスの必要性がある、としている。 
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(3) 経営者の意識 
日本生産性本部が行った会員企業むけ意識アンケート4) によれば、日本企業は①ものづく
りに対する競争力にはまだ自信を持っており、②特に品質面での優位性が保たれていると考
えている。③今後の重点投資項目としては、ア）人材育成（日本・現地とも）、イ）新製品・
技術開発（研究面）と ウ）新市場開拓（マーケティング面）での必要性を強く感じている。 
 
図表 4 
 
  グラフ 7「日本企業の国際競争力」     グラフ８「日本ものづくり企業における 
『品質』の国際競争力」 
 
 
    
 
 
 
 
 
 
図表 5 
 
グラフ 9 「国際競争力強化にむけた重点投資」（上位 3 つまで選択） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   （資料 公益財団法人 日本生産性本部 経営開発部による会員企業向けアンケート 
        実施期間 ：2010 年 7 月 14 日～7 月 21 日） 
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更に、「日本企業の競争力低下要因を探る」（みずほリポート5） は、「国内需要への対応が
過ぎるあまり、海外需要の取り込みに失敗し、また新興国を取り込んでの製造モデルの開発
に注力しなかったけ結果、摺り合せ型開発やイノベーションの重要性の低下が起こっている
ことに敏感ではなかった」と報告している。 
また、米倉・延岡・青島（2010）によれば、日本企業の競争力低下の主因は、特に基幹産
業であるエレクトロニクス産業の付加価値の低下、②それは、研究開発投資の低下ではなく、
寧ろ「物づくり」が「価値づくり」に繋がっていないことにあるとしている6)。 
 
(4) 世界のものつくりの潮流の変化 
妹尾（2090）によれば、「インプルーブメント（従来の日本が得意とする「連続型改善」）
から「イノベーションの流れ（モジュラー型標準化＋「不連続型」国際斜形分業）へのシフ
トが1980年代以降発生している7)。 
 
①「擦り合せ型製品のモジュラー型への転換は何故起こったか」 
デジタル技術の進展によって本来摺り合せ型製品生産で必要な全体調整が容易になった
ことにある8)。 
②「何故日本の競争力が低下したのか」 
モジュラー化の進行にあわせて欧米と新興国が手を組んで国際分業型の産業構造を作っ
た事にある。 
ア）アメリカは、「新たなビジネスモデル」として 1980 年代以降、産学官連携やベンチ
ャー企業の振興と同時に複数企業に解放された「オープンな製品標準化」によって、
日本企業の強みの源であった「フルセット型垂直統合」から脱却を図った（「ルール」
の変更）。 
イ）他方、新興国にとっても、技術的な蓄積や組織がなくとも、「単品の大量生産」に集
中特化するだけで完成品が作る事が出来ることから、新興国企業は欧米企業などと「生
産分業」する形で連携を組んだ。しかし、注意すべきことは、表面的には WIN－WIN
の関係だが、コア技術は欧米勢がブラックボックス化することで収益性を確保してい
る（例 マイクロソフトのウィンドウズ、インテルの基幹部品主導モデル）9)。 
ウ）新興国によるモジュラー型生産は、オープンな環境下で製品や部品の標準化が進む
結果、サプライチェーン間の取引コストが低下し、「規模の経済」メリットを受ける。 
結果として、日本企業のような垂直分業型では社内（関係企業を含むグループ）の
生産コストが相対的に高くならざるを得ない。 
エ）更に、新興国企業は政府支援を受けて生産に特化し、益々巨大な市場に参加するこ
とになる。 
オ）更に、日本の企業は、モジュール化の進行の中で、付加価値構造における重点が「製
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品」から「基幹部品の調達や材料資源の確保にシフト」していることへの認識が遅れ
たこともあり、現状「コア技術」までも流失してしまっている。これでは益々日本の
優位性は、なし崩し状態になっているといっても過言ではない。 
 
日本の中小・中堅企業メーカーの場合、「部品・材料大国」である。標準化やモジュール化
が進む中、彼らの得意分野である機能部品から収益を生み出すために、最終メーカー頼み体
質の影響から脱却し、独自の「基幹部品」をブラックボックス化し、知財マネジメントを強
化することで「付加価値構造」での役割を高めるしかない。 
以上の現状に対して 2010 年 10 月 3 日付け日経新聞は「日本経済の長期低迷の理由は、銀
行問題やデフレなどへの政府対応が遅れた事だけではない。戦後の高度成長を支えた民間の
企業競争力が低下した影響も大きい。かつては、世界をリードした日本の大企業のパワーが
弱まる一方で、成長分野に人やカネが移るべき新陳代謝や見るべきイノベーションも進まな
かった」と述べている10)。 
 
2.2  課題は何か 
前項で述べた現状から課題としては（1）「戦略としての価値づくり構造」とは何か、（2）
それをつくるための「組織間連携」を考えたい。 
 
(1) 「戦略としての価値づくり構造」 
日本企業の収益の稼ぎの重点は、各種部品を垂直統合による SCM を利用した製品の組み
立ての技術の高さにあった（「摺り合わせ型」）。しかし、日本でのものづくりは、開発された
新技術が満載された商品でもモジュール化の進展に伴い、すぐに模倣されてしまい、価格低
下が急速に進んでしまうため、収益力向上には繋がっていない（DVD レコーダ、薄型テレ
ビ、デジタルカメラなど）。 
その理由として、①「企業側の要因」としては、商品のモジュール化・標準化が進み、購
入部品（モジュール）を組み合わせるだけで比較的簡単に商品開発・製造が出来てしまう（中
国・韓国・台湾など）ので差別化が難しいこと、また、②「顧客側の要因」としては、高い 
技術力を持たないモジュール化した汎用製品でも多くの顧客が十分満足できる機能がある
なら「代替品」として利用することで、それ以上の機能に対しては追加的な対価を支払わない。 
そのため、高い商品価値を持続するためには数字で表される機能やスペックによる「機能
的価値」だけでなく、「意味的価値」を創出する事が必要である。即ち、単なる商品の機能
やスペックを超えた「顧客価値」づくりを構築することが求められる（例えば、アップルの
Ipod,Iphone やダイソンの掃除機は日本の製品よりも優れているわけではない。或いは最近
の任天堂の家庭用端末 Wii はソニーの PC3 の性能には及ばないかもしれない、それでもソ
ニーより大きな顧客価値を創出するのに成功している11)。これらの製品に共通しているのは、
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商品を見たとき感動（「ワクワク」感）であり、従来と異なった気付きを与えてくれる。 
それに比べ、DVD や薄型テレビは既にコモディディ化した商品であり、価格競争しか待
っていない）。 
深層の「顧客価値創造」を強めるためには、①商品でなく「顧客価値をつくる組織能力」を構
築すること②「機能的価値」だけではなく「意味的価値」を創出すること、が必要である12) 。 
      
図表 6 「ものづくりにおける付加価値創造」 
 
      差別化・独自性                    顧客価値 
 
                              
               表層の価値創造 
      商品          機能的価値  
         
     組織能力      深層の価値創造   意味的価値     
  
    
    （「ものづくりにおける深層の付加価値創造：組織能力の積み重ねと意味的価値の 
マネジメント」延岡健太郎より引用 ） 
 
この深層の付加価値（消費財：ブランドや評判、生産財：ソリューションの提供のための
仕組みや人的資本の構築）は製造過程でのブラックボックス化であり、その結果として「組
織能力の積み重ね→意味的価値の創造」による収益力向上を図ることが考えられる（実際に
は既にウィンドウズやインテルがこのブラックボックス化で高収益をあげている）。 
 
(2) 「組織間連携」とは 
一般的に戦略的組織間提携は「製品連鎖」と「知識連鎖」の 2 種類に分類される。前者は
製品を調達することによって経営資源を補完するという機能的な面を重視する。後者は、「製 
品連鎖」よりも、組織学習を重視する「知識連鎖」の方が、知識移転と知識創造の可能性
を重視する。ここでは、「知識連鎖」を通してパートナー企業間での知識の相互浸透が 始ま
り、知識が移動することで組織構成員に共有化されると共に各組織内に蓄積され、知識創造
をうみ、将来的には組織改革を興すことになもなる13)。 
しかし、この組織間連携の考え方の延長には 2 つの問題がある。その一つは、日本企業の
進めてきた組織間連携は「インプルーブメント型（連続改良型）」での知識創造であり、いい
かえると「垂直統合型、自前主義（下請や関連企業をを含むグループ全体）、企業群の切磋琢
磨」であるが、近年このパターンの組織間連携の意義が薄れた点にある。例えば、パソコン
の事例でのインテルのように、MPU という基幹部品を押さえたモデルを構築するに当たり、
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外部の企業とのイノベーションの共闘を組んだ。 
日本の場合、①国内市場に集中し、或いは先進国の市場動向に気を取られているうちに、
NIEs や BRICKs などの新興国市場に対する戦略的連携を見ていなかったことが今日の状態
を招いた。②特許による優位性があっても、国際標準化によるオープン政策が行われた途端
に、国際間の分業によって日本型モデルの総崩れのパターンとなった。また、③ 特に、日本
の中小企業の場合、独自技術はあっても、どのように企業内部にブラックボックスとして閉
じ込め、或いはどのように隣接・関連企業界と連携して標準化を進めるべきか、という戦略
がうまく進んでいない14)、④売上を確保するためのマーケティング力不足から逆に基幹技術
の流出も起こっている。これらの状況を考えると、まさに「知財マネジメント」戦略がこれ
からのキーポイントになることの再認識が必要になってきている。 
 
他の一つは、クリステンセンの言う「イノベーションのジレンマ」15) である。まず彼の説
の主な点は①「既存の技術で優位に立つ企業は今まで以上に顧客の要望に沿える持続的な技
術革新が見つかれば率先して新しい技術を開発し採用してきた。この業界の主力企業が消極
過ぎた、傲慢だった、リスクを恐れたなどの理由で失敗したわけでもなく、恐るべき速さの
技術革新について行かなかったために失敗したわけでもないことは明らかである（41 頁）」。 
しかし、②「『持続的技術』に対し、時として『破壊的技術が現れる』（9 頁）。『破壊的イ
ノベーションの法則』について、優良企業が失敗するのは、この法則を無視したか、この法
則に逆らったためである場合が多い」。また、③「通常、破壊的イノベーションは技術的には
単純で、規制の部品を使い、アーキテクチャも従来のものより単純な場合がある。確立され
た市場では、顧客の要望に応えるものではないので当初はほとんど採用されない。主流から
かけ離れた、とるに足らない新しい市場でしか評価されない特徴を備えた別のパッケージな
のである（44 頁）」。この説によれば、破壊的イノベーションは従来の「持続型イノベーショ
ン」（例えば日本の携帯電話市場や従来の自動車市場）の延長にはなく、またいち早くこの新
しい市場に対応しなければ、既存製品のガラパゴス化は免れない。同時に従来のインプルー
ブメントのための垂直型連携では企業共倒れの可能性も出てくる。 
 
3． 課題解決としての「組織間連携」 
3.1  組織間連携の事例からのヒント 
企業競争力の向上の最大の目的は「顧客価値の向上」である。しかし、現在のような厳し
い経済環境下では、大手企業をはじめ中小・中堅企業においても単独での企業努力では不可
能に近い。そのためには、上記理論の中でも、特に組織間の連携のあり方を再検討していく
必要がある。以下の事例では、前述のように、真の「顧客の価値」ニーズに応えるための組
織連携のあり方を業種や業界を超えて考えるものである。 
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「住民共生ＳＣの集客・賑わい戦略」 
(1) サンストリートの経緯と概要 
概要 
①立地 JR 総武線「亀戸」駅徒歩 1 分 
人口密集地 3km 圏内 43 万人 5 ㎞圏内 115 万人 
②施設概要 
所在地 東京都江東区亀戸 6 丁目 31－1（セイコーインスツル＝セイコー電子工業の工
場跡地） 
敷地面積 2 万 4520 ㎡ （7417 坪） 
指 定  準工業地域 
建 物  1 万 5871 ㎡（4801 坪） 
建ぺい率 64・7％ 
容積率  123.5％ 
テナント 55 店（大型店 トイザラス セレクト・インキムラヤなど） 
③現 状（2006 年）店舗年商 約 200 億円  年間来場者 1000 万人 
④事業主 SII（セイコーインスツルメント） 
⑤その他 賑わいのある界隈性の演出（所謂ハコモノと施設ではなく、円形広場を取り囲
む形で商店があり、またＳ字状の「道」を設け回遊（ブラブラ歩き）ができる。 
⑥基本コンセプト＝「具体的・明確・実現可能」であること（「路面店感覚の次世代商店街
つくり」） 
 
経緯 
SC にとって「賑わい感」と「地域密着」が最大のテーマ。 
特筆すべき点は 
①容積率を抑え、物理的・心理的・システム的な「閉そく感」の排除する一方、先行き不
透明な時代での施設の大型化は空室リスクが大きいので回避し、同時に「有期限付き」
（15 年間）という当時では珍しい形態を採用 
②建設に当たり、他の SC を参考にせず、独自のコンセプトを大切にした 
③大型テナントを入れず、特徴ある店舗を選択することで、近隣の商業地（錦糸町・日本
橋）との明確な棲み分けを狙う 
④手造りのイベントの充実（年間 500 回ものイベントの企画・実行：「ここに行けば何か
イベントをやっている！」という概念の構築） 
⑤商業施設の発展により将来不動産の価値の向上が見込める（容積率の変更） 
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(2) 現状 
①売上高の推移は概算 200 億円、来場者数は年間約 1000 万人を維持。 
②いわば「駅裏」の立地にも拘らず本ＳＣが成功した理由として以下の点があげられる。 
・ハードにユニークさがある 
・明確なコンセプト 
・地域密着型のテナントミックス 
・手造りイベントを中心とする「賑わい」 
・運営者とテナントとの一体感・地元との良好関係構築 
 
(3) 当 SCの特徴（「顧客の価値」づくりのための組織連携」へのヒント） 
組織連携のためのヒント ＳＣ成功要因 
１．ローカルマーケットでのネットワ
ーク作り（海外との連携では相手国
の特性を生かす必要がある） 
＝知識創造の現場 
・「組織間連携」の目的である、本来の知識連鎖を引き
起こし、住民とのネットワークの構築とともに彼らの
信頼を勝ち得た 
・革新的なアイディアは専門家や下請任せにせず、関係
者間の基本的な持ち味を生かす。補完的役割分担の中
で独自性をだす努力をすることから生まれる（「知的
創造」の現場） 
２．「機能的価値」から「意味的価値」
創造へ 
・「顧客の深層価値創造」に重点を置いたこと顧客の目
的は「何か面白いことを毎日やっている！」というワ
クワク感を充足 
・ＳＣの開発は単に建物（ハード）を造ることに終わる
ものではなく、オープン後の魅力ある「仕組み」（ソ
フト）を創ることで持続可能なＳＣとなる。 
３．戦略的な組織連携の運営（垂直分
業ではなく水平分業へ） 
 
リーダーシップの存在 
 
ソーシャルキャピタルの醸成 16) 
 
・組織間連携では対等な関係が前提。運営主体と責任所
在の明確化（リーダーシップのブレが無い）必要 
・組織間連携では、「自ら所属する組織内の論理の優先」
を考えるあまり、組織関係の本来のあり方としての本
質を見失うことになる。この場合、組織運営のために
リーダーのみならず、「人と組織のあいだの見えざる
資産」を繋ぐ橋渡し役の存在 
４．提携期間を有限にし、目的の明確
化→提携に戦略性を持たせる 
・「時間軸」でものを考える：すべての資源を永久的に
使用し、「堅牢な設備を造る」という固定概念は捨て
る。有期限の中で①徹底的なコストダウン②運営途上
で条件如何では、いつでも契約を変更出来ることも考
慮する 
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3.2  今後の組織間連携の在り方 
(1) ネットワーク組織の活用 
ここでは、特に組織関連携におけるネットワーク組織の役割を中心に述べる。ネットワー
ク組織とは「公式且つ統一的な命令系統によって限定された、組織の排除作用によって、い
ったん失われ、あるいは、保留となった連結可能性を再検索し、再利用するために、組織の
枠を超える浸透作用によって調整された、二人以上の人間の、協働活動や諸力の体系である」
と定義される17)。 
基本的には、｢組織」の本質は｢排除｣による｢安定性」であり、「ネットワーク」の本質は｢浸
透｣による「変化」である。この両者が相補的に働くことで、安定した基盤のもとで、システ
ムの変化と再選択の可能性が開かれる。即ち、組織から一旦排除された連結可能性をネット
ワークの活用によって再吟味し、再利用できる選択肢を増やす。このことは、組織の最小有
効多様性を確保するのに役立つといわれる。 
以上のことを、もう尐し具体的企業という側面で考えると、組織間連携とは思った以上に
簡単ではない。お互いの思惑や利害が存在する中、余程の危機感が共有されないと連携や更
には知識の創発などは起こり得ない。しかし、このネットワークの特徴の一つであるリワイ
アリング機能 18)を利用することによって、既に連携が失敗している企業間連携でも、他の企
業の仲介によって再度連携のチャンスが生まれてくることを意味する。言わば、｢触媒｣の存
在をこの第 3 の企業が果たすことで、結果として組織の革新や連携が復活出来るのである。 
 
(2) ネットワークを利用した組織連携つくり（試案） 
①イノベーションは「現場・現物・現実」から（鷹の眼と蟻の目） 
実務の社会では常識でもあるが、この「3 現主義」によって現実の直視があって関係者の
情報の正しい共有が可能である。その際、大所高所からのみならず、現場の情報をも細心の
注意を持って情報を聞き洩らさないことも必要である 
②何か共通の明確な目的に向かって協業する 
組織は二人以上の人間が集まって、共通の明確な目的に向かって協働することから始まる。
これは組織内に限らず、組織の境界部分に位置する人間の役割如何で組織間連携が成功し、
且つ学習効果が生まれることになる。ここでも、コミュニケーションを生かしたネットワー
ク活動は必須である 
③複雑性に選択を与え、不確実性を縮減する 
協働を遂行するに当たり、様々な複雑な事象が入り込む可能性があるが、高い確率で実現
するためには、選択肢は「方向性を持って」絞り込み、「リスクの縮減」に努めなければ組
織は疲弊する 
 
以上がネットワーク機能を用いた方法にはまだ他にも方策があると思われるが、ここでは
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試案を述べるにとどめる。 
 
4． 結び 
日本企業の行き詰まりの原因はなにも外部環境によるものではない。寧ろ、時代の変化の
中で周辺変化への認知スピードの遅れと更に次なる対応への意思決定の遅れが主因である。 
今後の日本の状況は益々厳しく、かっての成長期の日本でないことは間違いない。しかし、
手をこまねくよりも、救いは伝統的な強みである「摺り合せ型」のサービスや技術を如何に
「モジュラー型」のイノベーションの流れの中でマッチングさせていくかにある。その一つ
として、単独での行動ではなく、組織間連携はその強みを生かし、同時に欠陥を補う手段と
して再度見直し活用検討されるべきものと考える。 
                                      以上 
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内中心にで過当競争を続けるものの、世界では競争力を持たない製品（例 エレクトロ製品分野：
冷蔵庫やエアコンなど）をいつまでも生産し続け、産業構造の変革を先延ばしにし、付加価値の
大幅な増加に寄与しなかったことを意味する。 
次に、付加価値を生み出さないという問題を顕著に表したのはエレクトロにクス産業である。  
「主要品目の対東アジア貿易特化指数」（＝（輸出額－輸入額）／輸出額＋輸入額）でみると 1998
年→2006 の動きでは衣服、鉄鋼、乗用車などではあまり変化がないが、コンピュータ、テレビ、
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れに代わる新産業が生まれなかった」事をあらしている。 
   
唯、この問題を考える場合、「ものづくりの能力の低下によるものなのか否か」を考える必要があ
る。確かにものづくりの能力の低下は否定できないが、しかし日本における R＆D 投資は他国に
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決して务るものではない（因みに、日本の特許件数は毎年約 40 万件を維持しており、世界で第 2
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それを普及・定着させる。新規モデルへの不連続移行「インプルーブメント」：モデル錬磨→「成
長（growth）既存モデルの洗練・磨き上げ。モデルをより効果的・効率的に運用し、生産性を向
上（妹尾賢一郎『技術力で勝る日本がなぜ事業で負けるのか』1 頁、8 頁、23 頁） 
8） 本来｢摺り合せ型｣と特徴である｢暗黙知｣の漏洩を防ぐために｢特許｣の取得が利用されると考えら
れる。即ち日本の場合、特許の取得目的として、①「未利用であるが、防衛目的で特許を保有し
ている」（大手企業）、②「技術流出に繋がる恐れがある」「コスト負担が大きい」(中小企業)ので
特許出願は最低限にとどめ、出来るだけ営業秘密として保護するとしている（「中小企業白書」2009 
105～108 頁）。他方、欧米の特許出願数は日本に比べ件数は务るもののより戦略的に、且つより
有効にクローズ部分とオープン部分を使い分けている。更に近年のデジタル化の進展で従来クロ
ーズされていた部分がオープンになり、技術的に务る新興国からも積極的に参入できた結果、標
準化が進むと同時に商品(製品)のコモディティ化するスピードが一層加速されたと考えられる 
9）ウインドウズやインテルのとった「ブラックボックス化」とシャープ｢亀山工場（亀山モデル）｣
で取られた｢ブラックボックス化｣の点について、以下のような違いがあると考えられる。 
  例えば半導体はアーキテクチャの面からいえば、標準化された装置と標準化された工程による典
型的な「モジュラー型」の産業であるのに対し、液晶は標準化されたサイズや装置はない。他社
より大きな液晶パネルをいかに生産するかが競争力を左右する、謂わば典型的な「摺り合せ型」
の産業である。シャープの亀山工場の問題は、①液晶パネルの国内一貫生産にこだわった（地産
地消」）が、円高で採算が合わなくなった（対中国向け）②液晶は｢摺り合せ型｣のため、本来「暗
黙知」である知的財産は流出するはずではなかったのが、第 5 世代の液晶生産装置がこの｢暗黙知｣
を組み込んだ生産性の高い装置であったゆえに、これを用いて生産ラインを建設することが容易
になった。擦り合せ産業において技術の流出が起こったのである。（中田行彦 ｢液晶産業におけ
る日本の競争力」REITI 2007 年 4 月 DP No 07-J-017）。他方、インテルの場合は、自らの役割
を企画開発に限定し、実質の生産はもっとコストの安い新興国にて水平分業することで収益を確
保している 
10）日本経済新聞「ニッポン この 20 年 長期停滞から何を学ぶ 第 2 部 民力低下 1」2010.10.3. 
11）米倉誠一郎・延岡健太郎・青島矢一「検証・日本企業の競争力」『一橋ビジネスレビュー』2010 
秋 23 頁「顧客が追加的な対価を支払っても欲しいと考えるのは、多くの場合、単純な機能・性能
や品質を越えた価値を持っている商品となっている。つまり、機能的価値ではなく、意味的価値の
重要性が高まっているのだ（延岡、2010）」「意味的価値を持った商品の代表例が、世界市場で成
功しているアップルの iPhone や iPad、やダイソンの掃除機などである。どれも、技術的な機能や
品質という点で、最新技術満載の日本の携帯電話や掃除機よりも優れているわけではない。しかし、
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それを超えた顧客価値を追及しようとするなら、ものづくり能力を高めるだけでは不十分である。」 
 以上のほかにも、意味的価値の創造に成功している企業として、最近の任天堂の家庭用端末をあげ
ている。「任天堂は、技術開発を含めた総合的なものづくりではソニーに遠く及ばないかもしれな
い」が顧客価値を創出するという意味では上記の商品と同じといえる。つまり、これらの商品に共
通しているのは、商品を手に取ったときの感動（「ワクワク」感であり、従来と異なった面白さや
盲点に気付きを与えてくれる。それに比べ、DVD や薄型テレビなどは既にコモディディ化した商
品であり、価格競争しか待っていない。 
12）延岡健太郎「ものづくりにおける真相の付加価値創造：組織能力の積み重ねと意味的価値のマネジ
メント」神戸大学 経済経営研究所 RIETI Discussion Paper Series 08 -J-006  2008 年 3 月
18 日 
13）松行康夫・松行彬子『組織間学習』白桃書房、2002 年、161 頁  
14）日本の組織連携の特徴の一つとして、専ら「垂直分業」や「下請け」による関係強化にあるといえ
る。即ち、自社(グループ)内での生産の一貫性を持たせることを優先し、いわば「内向き志向の連
携」であり、「協力・共生」の意味が低かったと考えられる。これに比し、欧米の進めている連携
は、より戦略性を持った水平分業が中心である。モジュール化と標準化をベースとし、収益性の確
保に重点を置いた分野ごとに使い分ける「競争と連携の共存」を狙いとする組織連携であるといえ
る。  
15）Christensen,C.M.,The Innovator’sDilemma,HarvardBusiness School Press.,1997 （玉田俊平太
監修／伊豆原弓訳『イノベーションのジレンマ』翔泳社、2001 年） 
16）｢ソーシャル・キャピタル」 
  ｢人々の協調行動を活発にすることによって、社会の効率性を高めることができる『信頼』『規  
範』『ネットワーク』といった社会的仕組みの特徴である。いいかえれば、｢相互支援のネットワー
クから得られる共有資産」、「人と組織のあいだの見えざる資産」（パットナム Putnam 1993） 
17）西口敏宏『ネットワーク思考のすすめ』東洋経済新報社、2009 年、183 頁 
18）｢リワイアリング」 
  組織は本来自らの境界を開閉し、リスクを冒さずに外部の情報を入手する。この場合、リワイアリ
ング（情報伝達経路のつなぎ直し）によって今ある組織の境界を変更せず、外部から取り込んだ情
報を内部資源と融合し新たな知識として外部に発信するという機能面においてネットワークは極
めて有効であり、優れた経済性を発揮する。 
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